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・決算の概要 

総 括 

  

令和６年度は、行政経営の重点方針を踏まえ、第２次総合計画後期基本計画の３年目として、施策の

計画的な推進を図る一方、エネルギー価格や物価の高騰、急激な人件費の上昇等の局面の変化により財

政の収支バランスの改善の必要があることから、「財政構造改革骨太方針２０２４」を策定し、歳出の

削減と歳入の確保により、将来にわたり持続可能な財政構造の改革に向けた取り組みを進めました。 

そのような中、令和６年度に取り組んだ主な事業として、総合計画の施策の体系別に、「快適さを支

える生活基盤の向上」では、都市レジリエンスの向上を図るため、東野公園体育館に空調設備と自家発

電設備を整備したほか、歴史文化を生かしたまちづくりとして関宿の重要伝統的建造物群保存地区選

定４０周年に合わせ関宿内の舗装の美装化を行いました。「健康で生きがいを持てる暮らしの充実」で

は、「かめやま健康都市大学」を通して健康都市に係る事業を展開するほか、「かめやま文化年    

２０２４」による文化の継承と創造に取り組みました。「交通拠点性を生かした都市活力の向上」では、

地域資源を生かした商工業・観光の活性化を図るため、亀山ブランドの発信を行うほか、多様な産業の

集積を図るため産業振興奨励事業を行いました。「子育てと子どもの成長を支える環境の充実」では、

子ども医療費の窓口無料化に係る対象者の拡大や認定こども園を整備する社会福祉法人等への財政支

援など、子ども・子育て支援体制の充実に取り組んだほか、中学校全員喫食制給食の実施に向けた給食

受入れ環境の整備に着手しました。「市民力・地域力の活性化」では、地域予算制度を見直した上で、

地域まちづくり交付金を拡充し支援したほか、「行政経営」ではマイナンバーカードを活用した窓口入

力支援システムを導入し、市民の利便性の向上につなげました。 

 

 次に、令和６年度決算における財政指標等について、財政力指数においては、単年度では前年度の 

０.８０３から０．８１１へ上昇したものの、３箇年平均では、前年度の０．８１９から０．８１０へ

下降し、また、財政構造の弾力性を判断する経常収支比率は、前年度から１．９ポイント後退した   

８８．７％となっています。また、公債費による財政負担の度合いを判断する公債費負担比率は、前年

度より０．７ポイント好転した１１．４％となり、継続して警戒ラインの１５％を下回っています。 

さらに、実質単年度収支は、継続的に赤字の状態であり、財政調整基金残高の減少につながっています。 

 なお、歳入総額は、前年度から約８億２千万円増の約２３１億６千万円となっており、その主な要因

は、市債（約４億９千万円）や国庫支出金（約３億４千万円）、地方特例交付金（約２億３千万円）等

が増額となったものの、市税（約２億５千万円）が減収となったことによるものです。 

一方、歳出総額においては、前年度から約９億６千万円増の約２２６億６千万円となっており、その

主な要因は、民生費（約９億２千万円）や消防費（約２億円）等が増額となったものの、衛生費（約  

１億７千万円）や土木費（約１億８千万円）等が減額となったことによるものです。 

 これらのことから、令和６年度決算については、歳入は前年度から約８億２千万円増となりました

が、歳出は前年度から約９億６千万円増となり、財政調整基金残高は、前年度から約３億４千万円減の

約１５億２千万円となりました。 

 

これらの状況を踏まえ、事業の組替えや統廃合など、財政構造の本質的な改革の取り組みを進め、市

財政を早期に回復する必要があります。  
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１．決算収支 

   令和６年度の一般会計歳入決算額は２３１億６，２２３万４千円となり、前年度に比べ８億   

１，５２７万２千円、３．６％の増、歳出決算額は２２６億６，２６４万２千円で、前年度に比べ     

９億６，１９４万１千円、４．４％の増となった。 

実質収支は４億７，８５６万１千円の黒字であり、前年度に比べ２３．８％の減となった。 

実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は前年度から８，３７７万５千円減の   

１億４，９７３万８千円の赤字となり、また、単年度収支に実質的な黒字要素（財政調整基金積立金）

を加え、赤字要素（財政調整基金取崩し額）を差し引いた実質単年度収支は、財政調整基金の取崩し

額が前年度から４，４１７万３千円増の６億６，６７７万７千円となったため、赤字額が前年度の 

６億８，６１４万円から８億１，４６７万円へ増加した。 

                                     （単位：千円） 

 歳入総額 

(A) 

歳出総額 

(B) 

歳入歳出差引(C) 

(A)－(B)  

翌年度に繰越 

すべき財源(D) 

実質収支(E) 

(C)－(D) 

令和６年度 23,162,234 22,662,642 499,592 21,031 478,561 

令和５年度 22,346,962 21,700,701 646,261 17,962 628,299 

  

 単年度収支 

(Ｆ) 

積 立 金 

(G) 

繰上償還金 

(H) 

積立金取崩し額 

(I) 

実質単年度収支(J) 

(F)+(G)+(H)－(I) 

令和６年度 △149,738 1,845 0 666,777 △814,670 

令和５年度 △65,963 2,427 0 622,604 △686,140 

  

２．歳  入 

市税の決算額は、１００億９，４６６万７千円で、前年度に比べ２億４，６８９万６千円、    

２．４％の減となった。その内訳は、個人市民税は２６億１，９２５万７千円で、前年度に比べ     

１億６，２９０万７千円、５．９％の減となり、法人市民税は６億４，３４３万円で、前年度に比

べ１億２，２９８万円、１６．０％の減となった。また、固定資産税は５５億１，７５３万４千円

で、前年度に比べ４，００７万１千円、０．７％の増となった。個人市民税では定額減税の措置が

行われたことによる減、固定資産税では償却資産の増が主な要因となっている。 

株式等譲渡所得割交付金は、１億８１８万３千円、前年度に比べ４，９２３万８千円、８３．５％

の増となり、法人事業税交付金は１億５，６５４万円、前年度に比べ１，２７２万４千円、８．８％

の増となった。 

地方特例交付金は、３億１，０８１万４千円で、個人市民税の定額減税の措置に対する定額減税

減収補填特例交付金（２億３，５８１万１千円）等があったことから、前年度に比べ２億      

２，９９１万８千円、２８４．２％の増となった。 

国庫支出金は、３７億５，５１０万９千円で、民間保育所等整備事業に係る児童福祉費補助金  

（２億９，５３７万４千円）があったことから前年度に比べ３億３，９２５万２千円、９．９％の

増となった。 

県支出金は、１４億１，３６６万９千円で、選挙委託金の増（１，７８７万８千円）等により、

前年度に比べ５，３５５万８千円、３．９％の増となった。 

諸収入は３億２，６３６万６千円で、市税延滞金の減（１，７５７万３千円）等により、      

３，７１４万８千円、１０.２％の減となった。 

市債は、８億８，１６０万円で、今年度は東野公園体育館改修事業（１億５，０７０万円）や    
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防災情報伝達システム整備事業（１億４，９００万円）等があったことから、前年度に比べ４億   

９，０４０万円、１２５．４％の増となった。 

 

 ○歳入決算額                             （単位：千円・％） 

   

1 市 税 10,094,667 10,341,563 △ 246,896 △ 2.4

2 地 方 譲 与 税 235,100 222,885 12,215 5.5

3 利 子 割 交 付 金 3,331 2,671 660 24.7

4 配 当 割 交 付 金 78,055 53,669 24,386 45.4

5 株式等譲渡所得割交付金 108,183 58,945 49,238 83.5

6 法 人 事 業 税 交 付 金 156,540 143,816 12,724 8.8

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,298,906 1,265,902 33,004 2.6

8 ゴルフ場利用税交付金 106,348 105,642 706 0.7

9 環 境 性 能 割 交 付 金 33,945 29,723 4,222 14.2

10 地 方 特 例 交 付 金 310,814 80,896 229,918 284.2

11 地 方 交 付 税 2,543,152 2,568,699 △ 25,547 △ 1.0

12 交通安全対策特別交付金 4,213 3,965 248 6.3

13 分 担 金 及 び 負 担 金 300,471 300,877 △ 406 △ 0.1

14 使 用 料 及 び 手 数 料 270,239 263,591 6,648 2.5

15 国 庫 支 出 金 3,755,109 3,415,857 339,252 9.9

16 県 支 出 金 1,413,669 1,360,111 53,558 3.9

17 財 産 収 入 22,152 20,650 1,502 7.3

18 寄 附 金 76,128 75,547 581 0.8

19 繰 入 金 816,985 840,042 △ 23,057 △ 2.7

20 繰 越 金 326,261 435,374 △ 109,113 △ 25.1

21 諸 収 入 326,366 363,514 △ 37,148 △ 10.2

22 市 債 881,600 391,200 490,400 125.4

23 自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 1,823 △ 1,823 △ 100.0

23,162,234 22,346,962 815,272 3.6

令和５年度令和６年度 増減額 増減率

合　　　　　計

　　　　　　　　　　年　度
　　区　分
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    ○市税の推移 

     

   

市税

10,094,667

44%

国庫支出金

3,755,109

16%

地方交付税

2,543,152 

11%

県支出金

1,413,669 

6%

地方消費税交付金

1,298,906 

6%

その他

4,056,731

17%

歳入決算 その他の内訳（千円）

市債：881,600

繰入金：816,985

諸収入：326,366

繰越金：326,261

地方特例交付金：310,814

分担金及び負担金：300,471

使用料及び手数料：270,239

地方譲与税：235,100

法人事業税交付金：156,540

株式等譲渡所得割交付金：108,183

ゴルフ場利用税交付金：106,348

配当割交付金：78,055

寄附金：76,128

環境性能割交付金：33,945

財産収入：22,152

交通安全対策特別交付金：4,213

利子割交付金：3,331

歳入決算

23,162,234

(千円）

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

その他 1,226,683 1,235,293 1,240,144 1,251,738 1,292,104 1,314,746 1,313,671

市民税 3,646,037 3,391,389 3,296,650 3,256,645 3,363,147 3,548,574 3,262,687

固定資産税 6,024,797 5,714,149 5,605,842 5,484,984 5,488,601 5,478,243 5,518,309

市税 10,897,517 10,340,831 10,142,636 9,993,367 10,143,852 10,341,563 10,094,667

6,025 5,714 5,606 5,485 5,489 5,478 5,518 

3,646 
3,391 3,392 3,257 3,256 3,549 3,263 

1,227 
1,235 1,240 1,252 1,292 1,315 1,314 

10,898 

10,341 10,143 9,993 10,144 10,342 10,095 

0

2,000

4,000
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12,000

14,000
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(千円) 
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３．歳  出 

（１） 目的別歳出  

歳出の目的別決算のうち前年度と比較して増加した主なものの決算額は、民生費９１億   

６０４万６千円で、前年度に比べ９億２，３１２万１千円、１１．３％の増、総務費２４億    

９，３９４万６千円で、前年度に比べ１億６，３７５万円、７．０％の増、教育費２４億     

５，９９０万９千円で、前年度に比べ１億３，０４４万２千円、５．６％の増となった。 

民生費は、民間保育所等整備事業の増のほか、制度改正に伴う児童手当給付事業の増、総務費

は、庁舎建設基金積立事業の増のほか、住民情報系システム事業の増、一般職員人件費の増、教

育費は、東野公園体育館改修事業の増等が主な要因となっている。 

一方、減少した主なものの決算額は、衛生費２５億３，７６１万２千円で、前年度に比べ１億

６，５８３万４千円、６．１％の減、土木費１７億８６９万５千円で、前年度に比べ１億     

８，４９９万６千円、９．８％の減となった。 

衛生費は、溶融処理施設管理費の減、土木費は、公園施設長寿命化事業の減が主な要因となっ

ている。 

   

○目的別歳出決算額                        （単位：千円・％） 

  

年度

款

1 議 会 費 227,179 228,098 △ 919 △ 0.4

2 総 務 費 2,493,946 2,330,196 163,750 7.0

3 民 生 費 9,106,046 8,182,925 923,121 11.3

4 衛 生 費 2,537,612 2,703,446 △ 165,834 △ 6.1

5 労 働 費 13,866 24,382 △ 10,516 △ 43.1

6 農 林 水 産 業 費 687,152 689,318 △ 2,166 △ 0.3

7 商 工 費 485,769 492,776 △ 7,007 △ 1.4

8 土 木 費 1,708,695 1,893,691 △ 184,996 △ 9.8

9 消 防 費 1,069,576 873,319 196,257 22.5

10 教 育 費 2,459,909 2,329,467 130,442 5.6

11 災 害 復 旧 費 19,366 5,561 13,805 248.2

12 公 債 費 1,853,526 1,947,522 △ 93,996 △ 4.8

22,662,642 21,700,701 961,941 4.4

令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

合計
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  （２）性質別歳出 

歳出の性質別決算は、財政の健全性、弾力性等を分析する上で重要であり、前年度と比較すると、

次のとおりである。 

①  消費的経費 

消費的経費の決算額は１７２億４６４万５千円で、前年度に比べ６億４，４３６万円、３．９％

の増となった。内訳として、人件費は１億６，９２７万２千円、３．４％の増、物件費は      

８，６９２万２千円、２．１％の増、維持補修費は４，２５６万円、５．５％の減、扶助費は３億

６９３万５千円、７．７％の増、補助費等は１億２，３７９万１千円、４．６％の増となった。 

主な要因としては、人件費は、給与改定に伴う一般職員人件費の増、物件費は、小学校教師用指

導書の購入に伴う消耗品費や、住民情報系システム事業の標準化対応に伴う委託料等による増とな

っている。維持修繕費は、溶融処理施設の維持修繕に係る委託料の減、扶助費については、制度改

正に伴う児童手当給付事業の増、障がい者自立支援事業の増等となっている。 

  

②  投資的経費 

投資的経費の決算額は、１４億３，７３９万８千円で、前年度に比べて３億１，７６０万９千円、

２８．４％の増となった。内訳として、普通建設事業費のうち補助事業費の決算額は５億     

２，６４３万４千円で、前年度に比べ２億３，２８９万９千円、７９．３％の増となった。これは

民間保育所等整備事業の増が主な要因となっている。 

また、単独事業費の決算額は８億９，１５９万８千円で、前年度に比べ７，０９０万５千円、   

８．６％の増となった。この主な要因は、防災情報伝達システム整備事業、東野公園体育館改修事

業の増となっている。 

 

 

 

民生費

9,106,046 

40.2%

衛生費

2,537,612 

11.2%

総務費

2,493,946 

11.0%

教育費

2,459,909 

10.9%

公債費

1,853,526 

8.2%

土木費

1,708,695 

7.5%

消防費

1,069,576 

4.7%

その他

1,433,332 

6.3%

歳出決算

その他の内訳（千円）

農林水産業費：687,152

商工費：485,769

議会費：227,179

災害復旧費：19,366

労働費：13,866

歳出決算 

22,662,642 

（千円） 
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③  その他の経費 

消費的経費、投資的経費を除いたその他の経費の決算額は、４０億２，０５９万９千円となり、

前年度に比べ２万８千円の減となっている。内訳として、公債費は９，３９９万６千円、４．８％

の減、貸付金は１，０００万円、６２．５％の減、投資及び出資金は３，４３２万６千円、      

１０．２％の減、積立金は４，２８１万７千円、２９．０％の増、繰出金は９，５４７万７千円、

６．１％の増となっている。 

主な要因としては、投資及び出資金については、下水道事業への出資金の減、繰出金については

後期高齢者医療事業、介護保険事業への繰出金の増、積立金については、リニア中央新幹線亀山駅

整備基金積立金は減となったが、庁舎建設基金積立金の増等で増となっている。 

 

○性質別歳出決算額                            （単位：千円・％） 

5,109,200 4,939,928 169,272 3.4

4,281,797 4,194,875 86,922 2.1

733,420 775,980 △ 42,560 △ 5.5

4,289,259 3,982,324 306,935 7.7

2,790,969 2,667,178 123,791 4.6

17,204,645 16,560,285 644,360 3.9

1,418,032 1,114,228 303,804 27.3

（ 補 助 事 業 費） 526,434 293,535 232,899 79.3

（ 単 独 事 業 費） 891,598 820,693 70,905 8.6

19,366 5,561 13,805 248.2

1,437,398 1,119,789 317,609 28.4

1,853,526 1,947,522 △ 93,996 △ 4.8

6,000 16,000 △ 10,000 △ 62.5

302,102 336,428 △ 34,326 △ 10.2

190,590 147,773 42,817 29.0

1,668,381 1,572,904 95,477 6.1

4,020,599 4,020,627 △ 28  0.0

22,662,642 21,700,701 961,941 4.4

令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

投 資 及 び 出 資 金

　　　　　　年　　度
　分　　類

扶 助 費

補 助 費 等

積 立 金

繰 出 金

小 計

合 計

消
費
的
経
費

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

小 計

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

小 計

公 債 費

貸 付 金

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費
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４．財政構造指標 

（１）財政力指数 

   財政力指数は、地方公共団体の財政力を示すものであり、一般財源の必要額に対し、市税等の 

一般財源収入額がどの程度確保されているかを表す指数となる。単年度の財政力指数が「１」を  

超えると普通交付税の不交付団体となり、標準的な水準以上の行政を行うことができ、指数が「１」

以下でも「１」に近い団体ほど財源に余裕があるとされているものである。 

   本市においては、平成１７年度から平成２２年度までの６年間は普通交付税の不交付団体で 

あったが、市税の減収等により、平成２３年度から交付団体に移行した。 

令和６年度の財政力指数は、単年度０．８１１、３箇年平均では０．８１０となっている。 

 

   ○財政力指数の推移 

 

  

（２）経常収支比率 

   経常収支比率は、「経常的に収入された一般財源」が「経常的経費」にどのくらい充当されて  

いるか、その割合を示したもので、財政構造の弾力性を示す指標であり、比率が低いほど弾力性が

高いことを示している。一般的には８０％を超えるとその地方公共団体は、弾力性を失いつつある

とされており、本市は８５％以下を目標としている。 

   令和６年度の経常収支比率は、前年度から１．９ポイント後退した８８．７％となった。 

 

○経常収支比率の推移 

 

0.919 
0.902 

0.873 
0.839 

0.816 0.803 0.811 

0.920 0.911 0.898 
0.871 

0.843 
0.819 0.810 

0.700

0.750

0.800

0.850

0.900

0.950

1.000

1.050

1.100

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

単年度 ３箇年平均

86.5 
88.1 

85.5 

80.6 

85.2 
86.8 

88.7

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

経常収支比率％ 
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（３）公債費負担比率 

   公債費負担比率は、「公債費に充当された一般財源」の「一般財源総額」に対する割合のことで、

この比率が高いほど、財政構造が硬直化していると言える。一般的に、財政運営上１５％が警戒 

ライン、２０％が危険ラインとされている。 

   令和６年度の公債費負担比率は、前年度から０．７ポイント好転した１１．４％となった。     

 

 ○公債費負担比率の推移 

 

  

（４）実質単年度収支 

   実質単年度収支は、単年度収支から、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債の

繰上償還額）を加え、赤字要素（財政調整基金の取崩額）を差し引いた額のことである。 

令和６年度の実質単年度収支は、約８億１千万円の赤字となり、平成２６年度以降１１年連続で

赤字であり、同様に財政調整基金残高も継続的に減少している。 

※実質単年度収支・・・（単年度収支 + 財政調整基金積立額 + 地方債繰上償還額 － 財政調整基金取崩額） 

 

 ○実質単年度収支と財政調整基金残高の推移 

 

14.1 

12.2 12.0 
11.7 

12.2 12.1 

11.4 

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

公債費負担比率

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

財政調整基金残高 2,974,699 2,809,277 2,384,354 2,377,084 2,138,954 1,868,777 1,523,845

実質単年度収支 ▲ 528,544 ▲ 1,039,900 ▲ 511,756 ▲ 259,184 ▲ 1,188,872 ▲ 686,140 ▲ 814,670

▲ 15

▲ 10

▲ 5

0

5

10

15
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35

（
億
円
）

(千円）
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５．健全化判断比率   

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの指標により市の財政

状況を示すものであり、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、毎年度の決算につい

て各比率を明らかにすることとされている。 

 なお、公営企業に区分される水道事業、下水道事業、病院事業は、資金不足比率を加え、公表す

ることが求められている。 

 また、各指標の算定結果には、「早期健全化基準」、「財政再生基準」等の基準値が設けられて  

おり、基準値を超えた場合には、財政健全化計画や財政再生計画を策定し、速やかに公表すると 

ともに、総務大臣・都道府県知事へ報告しなければならないこととされている。 

 

  ○令和６年度決算に基づく健全化判断比率等 

    

指  標 

亀山市の状況 国が定める基準（令和６年度） 

令和６年度 令和５年度 
      *1 

早期健全化基準 

      *2 

財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 
― 

（▲3.44％） 

― 

（▲4.61％） 
１２．８７％  ２０．００％ 

連結実質赤字比率 
― 

（▲25.56％） 

― 

（▲27.02％） 
１７．８７％ ３０．００％ 

実 質 公 債 費 比 率 

（単年度実質公債費比率） 

３．１％ 

（2.86882％） 

３．０％ 

（2.94184％） 
２５．０ ％ ３５．０ ％ 

将 来 負 担 比 率 
― 

（▲32.3％） 

― 

（▲57.5％） 
３５０．０ ％ 

 

資 金 不 足 比 率 
全会計 

資金不足なし 

全会計 

資金不足なし 
２０．０ ％ 

 

  

  *1 財政状況が悪化した状況において、自主的且つ計画的にその財政の健全化を図る基準 

    なお、公営企業の資金不足比率については、経営健全化基準 

  *2 財政状況の著しい悪化により、自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画

的にその財政の健全化を図る基準 

  * 「―」は、当該比率が生じていない（赤字が生じていない）ことを示す 

  

  （１）実質赤字比率 

実質赤字比率は、一般会計について、歳出に対する歳入の不足額（いわゆる赤字）を一般財源

の標準的な規模を表す標準財政規模の額で除したものである。 

令和６年度の実質赤字比率は、実質赤字が生じていないため指標なし（－％）となっている。 

  

（２） 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、地方公共団体のすべての会計の赤字額と黒字額を合算し、歳出に対する
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歳入の資金不足額がある場合に、その赤字額を一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模の額

で除したものである。 

令和６年度の連結実質赤字比率は、連結実質赤字が生じていないため指標なし（－％）と   

なっている。 

  

（３） 実質公債費比率 

実質公債費比率は、一般会計等（一般会計及び特別会計の全会計に、一部事務組合や広域連合

も加えたもの）の支出のうち、義務的に支出しなければならない経費である公債費や公債費に  

準じた経費＊を、一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模を基本とした額（標準財政規模  

から元利償還金等に係る地方交付税の基準財政需要額算入額を控除した額）で除したものの  

３箇年の平均値となる。 

  

令和６年度の実質公債費比率は３．１％となり、早期健全化基準である２５．０％に対して余

裕のある比率となっている。 

＊公債費に準じた経費 ・・・ 一部事務組合への公債費負担金や公営企業会計（病院・下水道）の元利   

償還金への一般会計繰出金 

  

（４） 将来負担比率 

将来負担比率は、一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な負債にあたる額 

（将来負担額）を把握し、この将来負担額から負債の償還に充てることができる基金等を控除の

上、一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模を基本とした額（標準財政規模から元利償還金

等に係る地方交付税の基準財政需要額算入額を控除した額）で除したものである。 

令和６年度の将来負担比率は、将来負担比率が生じていないため指標なし（－％）となる。 

  

（５） 資金不足比率 

資金不足比率は、公営企業会計における資金不足について、公営企業の事業規模に対する比率で

表したものである。 

亀山市においては、公営企業会計法適用企業として「水道事業会計」、「工業用水道事業会計」、

「下水道事業会計」、「病院事業会計」が算定対象となっている。なお、「下水道事業会計」は「公

共下水道事業」と「農業集落排水事業」の合計となっている。 

令和６年度の結果は、 

   「亀山市水道事業会計」          資金不足比率 ―％ なし 

   「亀山市工業用水道事業会計」       資金不足比率 ―％ なし 

   「亀山市下水道事業会計」         資金不足比率 ―％ なし 

「亀山市病院事業会計」          資金不足比率 ―％ なし 

となり、全会計とも資金不足はなかった。 
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【参考資料】 

 

  

※標準財政規模・・・標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源規模を示す 

            （標準税収入額等 + 普通交付税 + 臨時財政対策債発行可能額） 

   ※実質収支額 ・・・歳入歳出の差引額から、継続費や繰越明許費に伴って翌年度へ繰り越すべき一般財源を控除

した額 

 

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

歳入 21,534,909 21,696,712 27,623,320 25,167,096 24,776,434 22,346,962 23,162,234

歳出 20,302,811 20,947,896 26,656,111 23,947,372 23,991,060 21,700,701 22,662,642

標準財政規模 13,168,471 12,790,434 13,297,126 13,887,299 13,268,996 13,602,071 13,880,113

実質収支額 1,018,229 653,751 896,918 1,095,004 694,262 628,299 478,561

0
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0
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歳入・歳出・実質収支額・標準財政規模の推移

（
億
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）

（
億
円
）

（
億
円
）

(千円）

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

その他 5,006,030 5,075,491 5,152,235 5,188,694 5,314,265 5,277,521 5,356,693

減債基金 328,031 328,395 328,759 665,305 666,035 666,939 667,894

財政調整基金 2,974,699 2,809,277 2,384,354 2,377,084 2,138,954 1,868,777 1,523,845

基金残高 8,308,760 8,213,163 7,865,348 8,231,083 8,119,254 7,813,237 7,548,432

0

20
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80

100

120

一般会計基金残高の推移

（
億
円
）

(千円）
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Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

特別 395,552 388,723 379,594 398,218 404,642 406,207 413,584

普通 1,224,933 1,238,403 1,252,581 1,662,612 1,936,134 2,162,492 2,129,568

地方交付税 1,620,485 1,627,126 1,632,175 2,060,830 2,340,776 2,568,699 2,543,152

0

5

10

15

20

25

30

地方交付税の推移

（
億
円
）

（千円）

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

その他 13,016,039 12,729,735 12,601,333 12,464,910 12,271,365 12,177,170 11,872,394

一般会計 15,938,808 15,658,760 15,770,678 16,086,169 15,918,696 14,397,939 13,459,205

市債残高 28,954,847 28,388,495 28,372,011 28,551,079 28,190,061 26,575,109 25,331,599
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350
市債残高の推移（全会計）

（
億
円
）

（千円）

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

合併特例債 3,684,408 3,472,552 3,258,702 2,998,068 2,758,840 2,220,996 1,726,950

臨時財政対策債 7,687,127 7,618,380 7,941,710 8,532,796 8,237,150 7,714,046 7,110,955

その他 4,567,273 4,567,828 4,570,266 4,555,305 4,922,706 4,462,897 4,621,300
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180
市債残高内訳の推移（一般会計）

（千円）

（
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   ※基礎的財政収支（プライマリーバランス）・・・公債費を除いた歳出と、地方債発行額を除いた歳入のバランスを

みるもので、政策的な支出を借金に頼らず、その年度の税収等でまかなわれているかを示す指標 

   ※算出方法・・・（歳入総額－繰越金－地方債発行額－財政調整基金及び減債基金取崩し額） 

                     （23,162,234－326,261－881,600－666,777） 

－（歳出総額－地方債元利償還額－財政調整基金及び減債基金の積立額） 

－（22,662,642－1,853,526－2,800） ＝481,280 

 

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

市債残高 15,938,808 15,658,760 15,770,678 16,086,169 15,918,696 14,397,939 13,459,205

借入額 1,790,800 1,513,300 1,913,100 2,311,300 1,759,400 391,200 881,600

公債費 2,220,687 1,858,271 1,850,777 2,034,437 1,961,252 1,947,522 1,853,526
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Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ5 Ｒ6

基礎的財政収支 196,285 △ 303,368 △ 268,489 304,928 △ 469,898 1,147,935 481,280
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